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研究成果の概要（和文）：本研究では、被害が東海から近畿、四国、九州に広がるとも予測されている国難とも言うべ
き南海トラフで発生する巨大地震から、人の命を守り被害を最小限に留めるため、特に役所・学校や病院、エネルギー
施設など、災害時に非常に重要となる諸施設の耐震性能の精度の良い評価に向け、大都市の人口が集中する軟弱地盤の
挙動や建物を支える基礎と地盤との動的な相互作用効果を考慮した精度の高い地震応答解析法の構築に関する検討を実
施した。

研究成果の概要（英文）：In order to protect people, government offices, schools , hospitals and energy 
facilities from large earthquake at Nankai Trough, the accurate evaluation of the seismic performance of 
the various facilities is very important. In this research, a study on the construction of high-precision 
seismic response analysis method considering the dynamic soil-foundation interaction effect is carried 
out for above mentioned objective. And new analysis models are improved. Further more, it is mentioned 
that the importance of the dynamic soil-foundation interaction effect under large earthquake to estimate 
building responses accurately.

研究分野： 耐震工学、地震工学

キーワード： 地震防災　耐震安全性
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 近年の被害地震においては、RC 建物等に
ついて、入力地震動の大きさに比べてその被
害が小さかった事例が見られており、その原
因として、基礎の滑りや浮上り、あるいは杭
基礎と周辺地盤の剥離といった、いわゆる幾
何学的非線形動的相互作用効果が挙げられ
ることがある。この点を明らかにするために、
これまでに複数の研究者が被災シミュレー
ション解析を実施してきているが、上述した
幾何学的非線形動的相互作用効果に対する
モデル化が不十分であるため、現象が完全に
解明されるところまでは至っていない。また、
2011 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災お
いては、津波や液状化によって、女川では杭
基礎建物が転倒し、また、浦安では道路の陥
没や対策がなされていなかった住宅で不同
沈下が生じ、その後の生活に大きな支障をき
たしている。上部建物に比べてあまり重要視
されてこなかった基礎構造や地盤変状によ
る被害が今回の地震によって再認識された
と考えられ、今後、地盤や基礎の耐震安全性
に対する要望が高まることが予想される。 
 また、これまでは本震に対する被害推定だ
けが実施されているが、東日本大震災で見ら
れたように、その後の余震や誘発地震に伴う
被災度の進展、あるいは新たな被害が多発す
ることを考えれば、特に災害時の重要諸施設
については、これらの地震に対する継続使用
可能性を含めた耐震安全性の事前検討が非
常に重要である。しかし、この点に着目した
研究は、特に基礎構造については、応募者の
知る限りほとんど行われていない。また、地
盤データ、および地盤モデルの高度化が、こ
れらの検討に不可欠である。 

一方、これらの手法は事前対策だけはなく、
事後対策にも有効に利用すべきである。南海
トラフで発生する巨大地震は、東日本大震災
を上回る広域な地震災害をもたらす可能性
が十分にある。そのような被害状況下では、
人海戦術をもってしても被害の全貌を把握
するには相当の時間を有することは火を見
るより明らかである。本研究で提案するよう
な即時予測システムは、アイデアとしての斬
新さはない。しかし、応募者らはこれまでに
東海地域を中心に、様々な機関と共同で、非
常に多くの地盤点や建物での戦略的地震観
測を実施し、「大都市圏強震動総合観測ネッ
トワーク（東海版）」（飛田他、2007）等のシ
ステム構築も行っている。このシステムを用
いれば、ほぼリアルタイムに地震観測記録を
入手可能である。さらに、応募者らは、学校
や集合住宅の上部構造に対する実情を考慮
した解析モデルを構築してきており（榊原他
（2007）、白瀬他（2011））、このような成果
を本システムの構築にあたり有効に活かす
ことができる。このシステムや既往の研究成
果と本研究の主たる項目である高精度な地
震応答予測法を統合することによって、リア
ルタイム被害予測システムが構築できる。 

２．研究の目的 
以上のような背景に基づき、本研究では、

被害が東海から近畿、四国、九州に広がると
も予測されている国難とも言うべき南海ト
ラフで発生する巨大地震から、人の命を守り
被害を最小限に留めるため、特に役所・学校
や病院、エネルギー施設など、災害時に非常
に重要となる諸施設の耐震性能について、大
都市の人口が集中する軟弱地盤の挙動や建
物を支える基礎と地盤との動的な相互作用
効果を考慮した精度の高い地震応答解析の
構築を通して明らかにする。また、巨大地震
発生時だけではなく、その後の建物継続使用
可能性判断に有効である、余震や誘発地震に
対する被災後建物の応答予測が可能な手法
にまで拡張する。さらには、既設の地震観測
システムとの連携を図ることにより、精度の
高いリアルタイム被害予測システムを構築
し、減災に向けた事前対策や事後対策に結び
付けることを目的とする。 
 
３．研究の方法 
本研究の目的を達成するために、研究期間
内に大きくは以下の項目を実施する。 
(1) 本震・余震時の精度良い建物挙動予測の

ための新しい地震応答解析モデルの構築 
(2)精度のよい建物応答予測に必要な地盤の

基本データ、及び地盤モデルのデータベー
ス構築 

(3)既往の地震観測システムと本研究で検討
する被害予測手法を統合した、リアルタイ
ム被害予測システムのプロトタイプ構築 

 
４．研究成果 
(1) 本震・余震時の精度良い建物挙動予測の

ための新しい地震応答解析モデルの構築 
 
① 浮上りとねじれを考慮した地震応答解析

モデルの構築 
これまでに、図 1に示すような水平 2方向

の浮上り、およびこれに連成して発生するね
じれ挙動、さらには基礎のすべりを考慮でき
る直接基礎を対象とした、新しい地震応答解
析モデルを構築してきた。本研究では、その
滑り、浮き上がりの幾何学的非線形性を考慮
した解析モデルの見直し、改善を行った。本
解析モデルを用いた応答予測は今後実施し
ていく予定である。 

図 1 浮上りとねじれを考慮した地震応答解
析モデル 
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② 地下室等の根入れを有する建物への回転
入力を考慮した地震時建物非線形挙動に
関する検討 

 地下室などの根入れを有する建物におい
ては、短周期成分の地震波が入力損失効果に
より、地表面の揺れに比べてやや小さく場合
があることが知られており、この効果が設計
においても考慮される場合がある。しかし、
その一方で、基礎全体が回転する、いわゆる
回転動入力が発生するが、この入力が一般建
物の地震時挙動に与える影響については十
分な検討がされていない。そこで、本研究で
は、建物応答評価の精度向上を目指して、回
転動入力が、上部建物の非線形挙動に与える
影響について検討した。 
 検討においては、上部建物を等価 1質点系
のせん断型モデルに置換し、バイリニア型の
復元力特性を考慮した。また、地盤と建物の
動的相互作用効果を考慮するために、振動数
依存の地盤インピーダンスをばね剛性とダ
ッシュポット、及び付加質量でモデル化する
ことにより、時刻歴非線形地震応答解析を実
現している。本モデル化の考え方自体に新規
性はないが、一般建物が多い軟弱地盤におい
ても検討が可能となるパラメータを設定で
きるようにした点が新たな試みである。 
 解析では、設定した入力地震動について、
基礎固定モデルを用いた場合に想定した最
大応答塑性率となるように降伏耐力を設定
した上部建物モデルに対して、基礎入力動等、
地盤と建物の動的相互作用効果を考慮した
モデルとした場合の最大応答塑性率の変動
について検討した。また、検討用解析パラメ
ータとしては、根入れ深さ、建物高さ、地盤
のせん断波速度を用いた。 
 解析結果の一例を図 2に示す。図 2は、建
物の等価半径 10m、地盤のせん断波速度
Vs=100 m/s、密度 ρ=1.8t/m3、ポアソン比 
ν=0.42、想定した塑性率 μ=2 の場合の検討
結果である。横軸は、基礎固定時の建物の固
有周期、縦軸は、動的相互作用効果考慮モデ
ルによる最大応答塑性率の想定塑性率 μ=2
に対する比を表している。線種は、根入れ深
さの違いであり、建物等価半径に対する比で
示している。この図から、1 秒付近と 2 秒周
辺での変動が大きいことが分かる。この特性
は地震動のスペクトル特性にも依存するが、
根入れ基礎による回転動を考慮した場合の 

図 2 動的相互作用効果考慮モデルによる最
大応答塑性率の基礎固定時に想定した塑

性率μ=2 に対する比 

応答が大きくなる場合があることがわかり、
まだ限られた検討範囲であるが、応答予測精
度の向上の点から、回転動入力について注意
すべきケースがあることが明らかとなった。 
 
③ 南海トラフの巨大地震に対する地盤と建

物の非線形動的相互作用効果を考慮した
事務所建物や小学校建物の応答予測 

東海地方での大地震における建物被害を
予測するため、南海トラフの地震に対する模
擬地震動を用いて、図 3に示すような東海地
方の事務所建物や小学校建物を対象とした
地震応答解析を実施した。解析においては、
地盤と建物の動的相互作用を考慮できるス
ウェイ・ロッキングモデル（以下 SR モデル）
を採用した。また、地盤が軟弱で液状化危険
度の高い解析地点においては、有効応力解析
により推定した地震動を用いることとした。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(d) 小学校校舎モデル 
図 3 解析に用いた各種対象建物概要 

 
事務所建物は鉄骨（S）造を想定し、多質

点系等価せん断型モデルに置換した。上部建
物の層せん断力―層間変形関係には非線形
性を考慮し、ノーマルトリリニアモデルを適
用した。骨格曲線についは、静的増分解析に
より設定した。減衰定数は、初期剛性に対し
て 2％の瞬間剛性比例型とした。一方、小学
校建物については、鉄筋コンクリート（RC）
造とし、S 造建物と同様に多質点系せん断型
モデルとした。復元力特性は Is 値が相対的
に低い桁行方向に対する地震応答解析を実
施することとし、骨格曲線は既往の文献に因
った。なお、降伏後の耐力低下は考慮してい
ない。また、降伏耐力は、Is 値から各層で
設定するが、本検討では、最小 Is 値が Is 
≧0.6 となる複数の建物の階数ごとの平均
値を用いた。S造 3階建事務所建物と RC 造 



表 1 S 造 3階建事務所建物の解析諸元 

 
表 2 RC 造小学校建物の解析諸元 

図 4 解析に用いた SＲモデル    
 

小学校建物の解析諸元を表 1、2 に示す。  
検討では、根入れ（1.5 m）を考慮した基

礎入力動を入力に用いる場合や、図 4に示す
SR モデルを用いて解析を行った。また、事務
所 14 階モデルについては SR モデルの他、
軟弱地盤上では支持杭基礎を想定すること
で、ロッキングの影響が小さいと考え、スウ
ェイモデル（以下、S モデル）による検討を
行っている。 
 地震波としては、内閣府より 2012 年に公
表された工学的基盤の模擬地震波のうち、名
古屋市内の 9地点を選択し、逐次非線形解析
により表層地盤の非線形増幅特性を考慮し
た地表の地震波を用いた。解析に用いた入力
波の減衰定数 5%のトリパタイトスペクトル
の一例を図 5に示す。 

図 5 解析に用いた入力地震波のトリパタイ
トスペクトル（減衰定数 5%） 

 図 6に S 造事務所建物の最大応答結果（累 
積塑性変形倍率）、図 7 に S 造事務所建物の
最大応答結果（ベースシア係数）、また、図
中には参考のため、2011 年東北地方太平洋沖
地震で観測された K-NET 古川(MYG006)の EW 
方向の波形を用いた推定結果（コ）、あるい
は、相互作用効果を考慮しない基礎固定モデ
ルの結果を合わせて示している。図 6 より、
事務所 14 階モデルの基礎固定モデルでは、
累積塑性変形倍率が 10 以下となったが、S 
モデルあるいは SR モデルの場合には、事務
所 3 階モデルと同様に軟弱地盤である
ウ:NST、ク:SJB、ケ:TTB では 15 以上と大き
くなった。また、図 7 よりベースシア係数は、
1 以上となる地点が見られ、2 次設計で用い
られる外力よりも大きな地震力が作用する
可能性がある事が示唆される。特に、SR モ
デルにおいて大きな累積塑性変形倍率を示
したウ:NST、ク:SJB、ケ:TTB で 15 以上とな
った地点でベースシア 2 程度の値が推定さ
れた。 

 
図 6  S 造事務所建物の最大応答結果（累積

塑性変形倍率） 
 

 
図 7  S 造事務所建物の最大応答結果（ベー

スシア係数） 
 

 
図 8 RC 造小学校建物の最大応答結果 

 
 



図 9 ボーリング地点表示画面（例） 

図 10 ボーリング柱状図表示画面の一例 
 
図 8 に、RC 造小学校建物の最大応答結果を

示す。これより、基礎固定モデルではア:ARM、
イ:CHC、カ:OYO、ク:SJB で大きな層塑性率
を示しており、大きな損傷が生じる可能性を
示している。これらの地点では応答スペクト
ルより、建物の固有周期付近に大きな入力が
あったためと考えられる。ベースシア係数に
ついては、基礎固定モデルではどの地点でも
1 程度であり、入力のレベルには大きな差は
見られない。SR モデルでは基礎固定モデル
に比べて大きくなる傾向が見られる。低層 RC 
造は SR モデルにすることによる周期の増大
がその要因の一つと考えられる。 
 以上の検討結果から、基礎固定モデルでの
解析結果では設計範囲内であっても、動的相
互作用を考慮することにより 2 次設計で用
いられるベースシア係数を超える可能性が
ある地点があること、特に RC 造小学校のよ
うな建物は動的相互作用の効果により固有
周期の伸びが大きく、長周期成分を多く含む
地震波に対しては影響を受けやすいと考え
られること、南海トラフの巨大地震では継続
時間の長い揺れが予想されるため、S 造では
ベースシア係数が 1 以下でも累積塑性変形
倍率が大きくなり損傷を受ける可能性があ
ることなどが明らかとなった。 

(2) 高精度な地盤モデルの構築に向けた地
盤の基本データ、及び地盤モデルのデー
タベース構築 

本研究では、解析に必要な地盤モデルの構
築に向け、これまでに収集してきた複数の機
関がボーリング調査結果のデジタル化、デー
タベース化を行った。図 9にボーリングデー
タの位置情報を、GIS を用いて表示した例を
示す。このシステムそのものは本研究の成果
ではないが、ここに表示される土質情報を分
かりやすく示すための土質柱状図が表示で
きるように、ｐｄｆ化を行った。その一例を
図 10 に示す。 
 
(3) リアルタイム被害予測システムのプロ

トタイプの構築 
本剣道課題については、本研究期間では、

十分に実施できなかった。今後これまでの成
果を反映させつつ、継続して実施していく予
定である。 
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